
 

   柏市空き家活用促進モデル事業補助金交付要綱  

 

制定  令和  ２年  ６月  ４日  

施行  令和  ２年  ６月１５日  

 

 （目的等）  

第１条  この要綱は，空き家活用促進モデル事業を行う個人又は団

体に対し補 助金を 交付するこ とによ り，空き家 活用促 進 を図り，

もって住環境の向上に資することを目的とする。  

２  補助金の交付に関しては，柏市補助金等交付規則（昭和６０年

柏市規則第 ２９号 。以下「規 則」と いう。）そ の他法 令等に定め

るもののほか，この要綱に定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該

各号の定めるところによる。  

 ( 1)  空き家  都 市計画法 第７条 第 ２項（昭 和４３ 年 法律第１ ００

号） に規 定 する 市 街化 区域 内 に位 置 し， 現に 居 住し て いな い 柏

市内に存在する建築物及びその土地をいう。  

 ( 2)  活用促進モ デル事業  次に 掲 げる事項 につい て 定めた事 業計

画書を提出し，市長が適当と認めるものをいう。  

  ア  活用する空き家の現況  

  イ  事業の目的と実施内容  

  ウ  事業の効果測定方法  

 (3)  個人  国内に居住するものをいう。  

(4)  団体  次に掲げる団体をいう。  

ア  町会，自治会及び区  

イ  柏市ふるさと協議会  

ウ  老人クラブ  

エ  地区社会福祉協議会  

オ  柏市 民公 益 活 動促 進条 例（ 平 成 １６ 年柏 市条 例 第 ２号 ）第

２条第２項に規定する市民公益活動団体  

カ  特定 非 営利 活 動促 進法 （ 平成 １ ０年 法律 第 ７号 ） 第２ 条 第



２項に規定する特定非営利活動法人  

キ  一般 社団 法人 及び 一般 財団 法人 に関 する 法律 （平 成１ ８ 年

法 律 第 ４８ 号 ） に 基 づ き 設立 さ れ た 一 般 社 団法 人 又 は 一 般 財

団法人  

ク  社会 福祉 法（ 昭和 ２６ 年法 律第 ４５ 号） に基 づき 設立 さ れ

た社会福祉法人  

ケ  都市 再生 特別 措置 法（ 平成 １４ 年法 律第 ２２ 号） 第１ １ ８

条第 1 項に基づく柏市都市再生推進法人  

コ  都市 緑地 法（ 昭和 ４８ 年法 律第 ７２ 号） 第６ ９条 の規 定 に

基づく柏市緑地保全・緑化推進法人  

サ  会社 法（ 平成 １７ 年法 律第 ８６ 号） に基 づき 設立 され た 株

式会社，合名会社，合資会社又は合同会社  

シ  その他市長が適当と認める法人  

２  前項第１号の規定によらず，都市計画法第３４条第１号に規定

する 主と して 周辺 地域 にお いて 居住 して いる 者の 利用 に供 する 政

令で 定め る公 益上 必要 な建 築物 又は これ らの 者の 日常 生活 のた め

必要 な物 品の 販売 ，事 業場 その 他こ れら に類 する 建築 物の 用に 供

する目的として，別表 2 に定める建物用途においては，都市計画

法第 ７条 第３ 項に 規定 する 市街 化調 整区 域内 であ って も， 前項 第

１号の空き家とみなすことができる。  

 （補助対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる個人又は団体は，次に

掲げる各号いずれにも該当するものをいう。  

 ( 1)  本市その他 のホーム ページ へ の掲載等 ，事例 と して紹介 する

ことについて空き家等の所有者の了解を得ていること。  

 ( 2)  補助金の交 付を受け ようと す る個人 又 は団体 の 代表者， 役員

その 他の 当該 団体 に実 質的 に関 与し てい る者 が 柏 市暴 力団 排 除

条例 （平 成２ ４年 ３月 ２７ 日柏 市条 例４ 号） 第２ 条第 ３号 に 規

定する暴力団員等でないこと。  

 ( 3)  空き家等の 所有者， 補助金 の 交付を受 けよう と する個人 又は

団体の代表者及び役員の税に未納がないこと。  

 (4)  政治活動及び宗教活動を目的としないものであること。  

 （補助対象事業）  



第４条  補助金交付の対象とする事業（以下「対象事業」という。）

は次の各号 に掲げ る事業とし ，その 内容はそれ ぞれ当 該各号に定

めるとおりとする。  

 (1)  先導的活用事例モデル事業  

 (2)  地域課題の掘り起こし事業  

 (3)  空き家活用の啓発事業  

 (4)  地域要望の試験実施事業  

 （補助対象経費）  

第５条  補助金交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）

は別表のとおりとする。  

 （補助金の額）  

第６条  補助金の額及びその限度額は別表のとおりとする。  

 （申請）  

第７条  規則第２条３項に規定する市長が別に定める書類は，次の

各号に掲げるものとする。  

 (1)  事業提案書  

 (2)  誓約書  

 (3)  同意書  

 (4)  その他市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の添付書類の全部又は一部を省略することがある。  

 （検討委員会の設置）  

第８条  市長は，第３条から前条の規定及びおける決定等に際し，

適正な検討を行うため，検討委員会を置くことができる。  

 （実績報告書添付書類）  

第９条  規則第２条３項に規定する市長が別に定める書類は，次の

各号に掲げるものとする。  

 (1)  事業実績報告書  

 (2)  補助金等請求書  

 (3)  その他事業の検証結果等が確認できる書類  

２  市長は，前項の添付書類の全部又は一部を省略することがある。  

 （実績報告書提出期限）  

第１０条  実績報告書の提出期限は，補助金の交付を受けた年度の

２月末日までとし，祝休日の場合は翌開庁日までとする。  



 （補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に

定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この要綱は，令和２年６月１５日から施行する。  

 （令和２年度における活用促進モデル事業に係る補助金の額の特

例）  

２  令和２年度における活用促進モデル事業に係る補助金の額に限

り，別表の 規定の 適用につい ては， 同表補助金 の額の 欄中「対象

経費の２分 の１以 内の額」と あるの は，「対象 経費の ３分の２ 以

内の額」とする。  

   附  則  

 この要綱は，令和２年７月１４日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和２年１２月１４日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和５年 7 月１０日から施行する。  

 

  



  別表１  

対 象 事 業  対  象  経  費  補 助 金 の 額  限 度 額  

活 用 促 進

モ デ ル 事

業  

左 欄 に 掲

げ る 事 業

に 要 す る

費 用 で 右

欄 に 掲 げ

る も の 。  

報 償 費  各 種 謝 礼 ， 出 演 報

酬 ， ア ル バ イ ト 代 及

び 景 品 代  

対 象 経 費 の

２ 分 の １ 以

内 の 額  

５ 0 万

円  

事 務 費  保 険 料 ， 通 信 料 ， 備

品 借 上 料 及 び 空 き 家

借 上 賃 料  

印 刷 製 本

費  

チ ラ シ ・ ポ ス タ ー ・

マ ッ プ 印 刷 費 ， コ ピ

ー 費  

委 託 費  廃 棄 物 処 理 費 及 び 広

告 委 託 料  

そ の 他 市 長 が 適 当 と 認 め る も の  

 国，県及び市の他の助成制度の対象となった事業に係る経費は，

本補助対象経費から除くものとする。  

別表２  

交流活動支援  

施設  

コミュニティカフェ等  

 

高齢者支援施設  訪 問 介 護 拠 点 施 設 ， 見 護 り 介 護 拠 点 施 設 ， 通

所型高齢者食堂。  

※事業者は社会福祉法人に限る。  

子育て支援施設  児童一時預かり施設，通所型子ども食堂  

※事業者は社会福祉法人に限る。  

日用品小売施設  各 種 食 料 品 小 売 業 ， 野 菜 ・ 果 実 小 売 業 ， 食 肉

小 売 業 ， 料 理 品 小 売 業 ， 洋 品 雑 貨 ・ 小 間 物 小

売業。  

日 用 品 サ ー ビ ス 施

設  

一 般 食 堂 ， 日 本 料 理 店 ， 西 洋 料 理 店 ， 中 華 料

理 店 ， そ の 他 東 洋 料 理 店 ， そ ば ・ う ど ん 店 ，

すし屋，喫茶店，その他の一般飲食店。  

 ただし，国，県及び市の他の補助制度の対象となった事業は，本

補助対象から除くものとする。  


